
※平成30年度に実施した事業を評価しています

基本情報

会計 10 款 03 項 01 目 01

１．事業の位置付け、関連事業及び法令による実施義務等（Plan）
第四次川越市総合計画上の位置付け（太枠内）

第2章

7

5

２．事業の目的と概要（Plan）

３．前年度に立てた計画（Plan）

４．取組実績（Do）

５．実施にかかるコスト（Do） (単位:千円)

⑴　支出の部

Ａ

事業費 Ｂ

⑵　収入の部

令和元年度　事務事業評価シート（詳細）

事務事業名 住民参加型在宅福祉サービス事業補助

担当部署 福祉推進課 事業コード 7

予算事業コード 事業開始年度 平成15年度

基本目標(章) 住み慣れた地域で、一人ひとりが健康でいきいきと安心して暮らせるまち 法令による実施義務 義務ではない

所属長 土屋　正裕 事業区分 ソフト事業

予算事業名 住民参加型在宅福祉サービス 新規・継続 継続

実施主体 補助金

対象
（誰・何を対象に）

社会福祉法人川越市社会福祉協議会

目的
（対象をどのようにした

いか）
希望する市民が在宅の福祉サービスを受け、地域で安心して暮らせるまちづくりを目指す。

施策 地域福祉の推進 根拠となる法令 なし

取組施策 安心して生活できる地域づくり その他実施根拠
（条例、要綱等）

川越市社会福祉協議会住民参加
型在宅福祉サービス事業補助金交
付要綱関連事業 なし

正規職員（1年間の従事人数） 0.05人 0.05人 0.05人

事業の概要
（活動内容、実施手段・

方法など）
社会福祉法人川越市社会福祉協議会の行う住民参加型在宅福祉サービスの運営を支援する。

計画通り川越市社会福祉協議会に対し、住民参加型在宅福祉サービス事業の運営を支援するための補助金23,903千円を交付し、川越
市社会福祉協議会はその補助金をもとに事業を実施した。平成30年度末の利用会員数は265人、協力会員数は138人となっていて、派
遣状況は、実利用人数が218人、協力会員の実派遣人数は98人、派遣日数は３４３日、延べ回数5,937回、延べ時間数9,709.5時間で
あった。また、福祉車両貸出事業として、保有する福祉車両を延べ１８回貸し出し、短期車椅子貸出事業として、保有する車椅子を延べ
165台貸し出した。

28年度 29年度 30年度 元年度(見込額) 備考

在宅で生活する要援護状態の高齢者や身体障害者等の利用会員に対し、協力会員を派遣し、①日常生活の支援として家事援助サー
ビス、②移動手段として福祉車両等の貸し出し等を行う川越市社会福祉協議会の住民参加型在宅福祉サービス事業（かわごえ友愛セ
ンター事業）に対して補助金による財政的支援を行う。

0.05人

臨時職員（1年間の従事人数） 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

人件費 374 380 380 380

18,584 23,434 23,903 26,774

負担金、補助及び交付金 18,584 23,434 23,903 26,774

総支出（Ａ＋Ｂ） 18,958 23,814 24,283 27,154

国庫支出金 0 0 0 0

0 0 0

その他特定財源 0 0 0

県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

使用料・手数料

0

0

0

0

一般財源 18,958 23,814 24,283 27,154

総収入 18,958 23,814 24,283 27,154



６．指標による分析（Check）
⑴　活動指標

単位

⑵　成果指標

単位

(目標) 250.0 2
(実績) 265.0 年度

(目標) 170.0 2
(実績) 138.0 年度

７．評価（Check）

８．今後の方向性及び今後の取組（改善策など）（Action）

【参考】

評価指標 28年度 29年度 30年度 元年度（予定） 単位当たり費用
（下段は前年度）

#DIV/0!

指標の定義・説明 #DIV/0!

単位当たり費用
（下段は前年度）

利用会員数 人 316.0 276.0 250.0 250.0 91.63

#DIV/0!

指標の定義・説明 #DIV/0!

評価指標 28年度 29年度 30年度 元年度目標値 将来目標値

指標の定義・説明 住民参加型在宅福祉サービスを利用する人 86.28

協力会員数 人 168.0 147.0 170.0 170.0 175.96

必要性

市が関与することが妥当であるか、時代の潮流や市民ニーズに対して目的や内容が合っているか

Ｂ
高齢化の進行により、単身高齢者世帯、高齢者のみの世帯数は年々増加しており、住み慣れた地域に住み続
けるための家事支援等のニーズは認められる。一方で、有償ボランティアを活用する非収益事業であるため、市
の財政的支援は必要である。

有効性

施策の目標の達成に貢献しているか

Ｂ 地域福祉の推進に資する事業として必要である。

指標の定義・説明 住民参加型在宅福祉サービスを提供する人 162.00

項目 評価 評価コメント及び課題等

2年度
補助内容を精査し、必要に応じ、補助事業者が設置する「かわごえ友愛センター運営委員会」を通じ、対象事業の運営につ
いて改善を促す。

⑴　比較参考値（他市での類似事業の例など）

住民参加型在宅福祉サービス事業は、埼玉県内においても複数の市町村において実施されている。

⑵　これまでの見直しや改善等の経過

平成29年10月から令和元年度末にかけて、段階的にサービス券方式を現金支払方式に変更し、印刷経費等の縮減を図った。

総合評価 Ｃ 市の施策に合致している事業の運営に対する補助事業であるが、補助内容については精査していく必要があ
る。

今後の
方向性 改善

元年度
補助内容を精査し、必要に応じ、補助事業者が設置する「かわごえ友愛センター運営委員会」を通じ、対象事業の運営につ
いて改善を促す。

達成度

設定した活動・成果指標の目標を達成しているか

Ｂ 住民参加による家事支援サービスの提供等の広義の目的は達成しているものの、協力会員の登録数は目標を
下回っている。

効率性

民間委託や指定管理者制度の導入は可能か、コスト削減の余地はあるか、受益と負担（補助）の適正化が図られているか

Ｂ 補助内容については精査していく必要がある。



住民参加型在宅福祉サービス事業 補足資料 

 

 

１ 事業の目的 

本事業は、市民の善意とボランティア精神を支えとした共助により、高齢者、障

害者等であって自宅等で生活する市民に対して、家事、外出の支援等を行うことで、

地域福祉の推進を図ることを目的としています。 

市は、社会福祉法人川越市社会福祉協議会が行う当該事業に対し財政的援助を行

うものです。 

 

２ 事業の概要 

⑴ 家事援助サービス 

住民相互の助け合いによる、会員制、有償、有料の家事援助サービスで、日常

生活を営む上で援助等の必要性が生じ、かつ、家庭内で十分な援助を受けること

ができない方に対して、協力会員を派遣して自立への援助を行うものです。 

① 会員について 

ア 利用会員（次のいずれかに該当する者・会費年額 1,000 円） 

・概ね 65 歳以上 

・心身に障害がある 

・母子又は父子世帯 

・妊婦及び乳幼児を養育する者 

イ 協力会員（次にいずれにも該当する者・会費年額 1,000 円） 

・市内に居住する 20 歳以上 

・心身共に健全で、地域福祉及び本事業に熱意と理解を有する 

・指定された研修を受けている 

ウ 賛助会員（会費年額 2,000 円以上） 

・本事業を金銭面で支援する 

② サービスの内容 

・食事のしたく、後片付け 

・衣類等の洗濯、補修 

・住居及び庭の掃除、片付け 

・買い物 

・通院時等の外出介助 

・見守り 

・話し相手 

・ごみ出し、簡単な電球交換等の軽作業 

③ 料金等 

・利用料金        1 時間 800 円、30 分 400 円 

・協力会員への報償費   1 時間 800 円、30 分 400 円 

 

 



⑵ 福祉機器の貸出し 

① 貸出機器 

ア 車椅子 

イ 福祉車両（スロープ式軽自動車） 

② 対象者 

ア 車椅子 

・身体障害者 

・高齢者 

・社会福祉団体 

・ボランティア団体 

・その他必要と認める者 

イ 福祉車両 

・日常、車椅子を使用している者 

・外出に際して車椅子を必要とする者 

・公共交通機関を利用することが困難な者 

・その他必要と認める者 

（貸出要件） 

・行事、レクリエーション活動等に参加するとき 

・病院、施設、公共機関等への外出のとき 

・冠婚葬祭等に出席する必要が生じたとき 

・その他必要と認めたとき 

③ 貸出期間 

ア 車椅子   3 月（3月を限度に延長可） 

イ 福祉車両  4 日 

④ 利用料金 

無料 

⑶ 財源と使途 

・会  費  協力会員の実習・研修費、現場用消耗品費等 

・利 用 料  協力会員の派遣費 

・市補助金  上記以外の人件費、福利費、車両費、その他事務費等 

 

３ 事業の実績 

区分 H26 H27 H28 H29 H30 

登録利用会員数 306 334 316 276 265 

登録協力会員数 186 174 168 147 138 

派遣回数 8,318 8,266 7,515 6,573 5,937 

財源 

(千円) 

会費 786 819 677 490 596 

利用料 11,408 11,384 9,974 6,077 1,901 

市補助金 20,872 21,651 18,584 23,434 23,903 

 

 



４ 他市の実施状況 

住民参加型在宅福祉サービス事業は、埼玉県内においても複数の市町村社会福祉

協議会等において実施されている。 

 

５ 見直しや改善の取組状況 

川越市社会福祉協議会が設置する「在宅福祉サービスセンター運営委員会」を通

じて、事業の検証等を行い、最近では以下の見直しが行われている。 

⑴ サービス券方式から現金支払方式への移行 

平成 29 年 10 月から令和 2年 3月末にかけて、サービス券方式から現金支払方

式に段階的に移行しており、サービス券印刷経費の縮減、サービス券配達業務の

縮減を図っている。 

⑵ 協力会員募集方法等の見直し 

協力会員の募集を年 3回の募集から、随時募集に切り替え、募集機会の拡大を

図った。また、これまでは募集後に行っていた新任研修を講座方式から、現場に

同行する方式に切り替え、研修の質の向上を図った。 

 

６ 今後の課題への取組予定 

現在、協力会員の減少によるマッチングへの影響（利用時間の減少）が大きな課

題となっている。 

平成 30 年度に川越市社会福祉協議会が協力会員を対象としたアンケート調査を

行っており、今後、その分析を行うとともに、協力会員の確保への取り組みを検討

することとしている。 

 

 

 

 









   川越市社会福祉協議会住民参加型在宅福祉サービス事業補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人川越市社会福祉協議会（以下「協議会」と

いう。）が行っている住民参加型在宅福祉サービス事業を支援し、もって地域

福祉の推進を図るため、協議会に対し、予算の範囲内において補助金を交付

することについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、社会福祉法人の助成に関する条例（昭和

４３年条例第１０号）、川越市補助金等の交付手続に関する規則（昭和５４年

規則第９号）及び社会福祉法人に対する助成の手続を定める規則（昭和５４

年規則第２８号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 （補助対象事業等） 

第２条 補助の対象となる事業は、協議会の住民参加型在宅福祉サービス事業

とする。 

２ 補助の対象となる経費は、次に掲げるものとする。 

⑴ 人件費支出のうち職員給料支出、職員賞与支出、非常勤職員給与支出及

び法定福利費支出 

⑵ 事業費支出のうち保険料支出及び車輌費支出 

⑶ 事務費支出のうち福利厚生費支出、旅費交通費支出（運営委員会委員費

用弁償（出張旅費を除く。）に限る。）、事務消耗品費支出、印刷製本費支出、

修繕費支出、通信運搬費支出、広報費支出（社協だより分に限る。）、手数

料支出（送金手数料に限る。）、保険料支出及び賃借料支出 

⑷ 拠点区分間繰入金支出（事務職員に係る退職給与積立金に限る。） 

 （補助金の額） 

第３条 前条第２項の経費に対する補助金の額は、予算の範囲内で市長が定め

る額とする。ただし、当該所要経費の額を超えないものとする。 

 （その他） 

第４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 



１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度に交付した補助金については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 
















































